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地域で活躍するさまざまな団体
より効果的な地域貢献に取り組むために
身近な地域課題を協働して解決するために
協働型社会を目指して県として取り組むこと

8

指針策定・改定の背景
　高齢化の進展や地域課題の多様化に対応するため、奈良県では平成22年に「奈良県協働推進指針」を策定
しました。策定当初から、地域課題の解決には行政だけでなく、住民や自治会、企業、NPO法人など、多様な主
体が協力することが不可欠であるとの認識のもと、様々な協働の取り組みを進めてきました。

　防災を例に取りますと、地震や豪雨などの大規模災害に対応するには、まず一人ひとりが自らの安全を守る「自
助」、地域やコミュニティ内でともに助け合う「共助」、そして行政などの組織的な支援である「公助」の三つの力が必
要で、三つの力の連携が円滑なほど、災害の被害は軽減できます。
　しかし、高齢化や地域への無関心などにより、住民自治の力が弱まる中で、「自助」「共助」の機能が低下してい
ます。これが「防災は行政がやるもの」といった意識につながりやすい状況を生み出しています。
　線状降水帯など、急速に災害に発展するような昨今の気象状況では、「自助」「共助」「公助」を個々に取り組
むには限界があり、互いに手を取り合い、連携・協働することが大切です。

　このような状況の中、住民や企業、NPO法人など県全体の力を結集し、行政とお互いに補い合う「協働」の取組
が一層重要となっています。県内のいくつかの自治体では、まちづくり条例や地域運営のしくみづくりが進み、その中
心には「参画と協働」の考え方があります。

　これらの背景を受け、社会や地域の変化に対応し、より多様な主体との協働を一層進めるため、今回、「奈良県
協働推進指針」を改定しました。

　これからも、持続可能で安心して暮らせる地域社会の実現に向けて、「自助・共助・公助」のバランスを大切にし
ながら、時代の要請に応じた協働による地域づくりを進めていきます。

指針策定の目的及び目指す社会像 1
2
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安心なくらしの
ある地域

子ども、若者の
未来がある地域

豊かで活力の
ある地域

くらしやすい地域のイメージ



指針策定の目的

指針策定の目的及び目指す社会像

①

②

③
④

安全・安心なまちづくりや子どもの健全育成など、多様化・深刻化する地域課題の解決に向け、地域にくらす
住民自らが積極的に地域にかかわることと併せて、地域住民が地域活動に関わってみたいと思うきっかけづくり
（入口デザイン）や、情報共有と人的ネットワークの構築を通してコミュニケーションの活発化を図ることなどに
より、課題の解決に主体的に取り組む活力ある地域社会の実現を目指します。
地域にかかわる多様な主体の協働を促進することにより、地域課題の解決や地域資源の保全・活用などを
効果的に行い､地域人材の育成・確保を図るとともに､本県の地域貢献活動の活性化を図ります｡
企業、NPO等民間の力を活かした地域協働を促進します。
広域的な協働の指針を示すとともに、市町村による協働を推進及び支援リソースの不足する市町村へは、
県が補完して進めます。

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー

企業等の地域貢献
ニーズの高まり

従来からの課題に加え、
役員・会員の高齢化、
後継者不足に直面

会員数･活動の
参加率が減少傾向

地域貢献を模索

社会的信用や
活動資金の
確保が困難

地域貢献を模索

目指す
社会像

県民自らが各主体に参画し
協働で地域貢献活動に取り組む

↓
くらしやすい地域づくり

協働型社会の形成を通して、次のような社会の構築が期待されます。
○あらゆる世代が自ら住む地域への関心や他人への思いやりを持ち、
地域に積極的にかかわることで学びや気づき、達成感を感じられる、
自立した個人の連携と協力による「住民自治の社会」

○県民による地域資源の保全・活用による「奈良県の
固有性が尊重される社会」

○人間の尊厳が尊重され、人間の能力が生かされる
「人間尊重の社会」

○人々が等しく幸福を享受できる「公平・公正な社会」
○企業、NPO等「民間の力を地域で活かす社会」

H22年頃
(指針策定時)

現 状

財政状況が悪化し
人員も減少傾向

地域･社会の
課題

学校

NPO
等

行政自治会
等

企業
等

各主体が個別に
地域の課題を解決

企業等の地域貢献
ニーズの高まり

ライフスタイルの変化等により、
役員の高齢化、役員・運営の
担い手不足が顕著

リソース(予算・人材等)の
地域差が拡大

一定の協働は進むものの、
企業、NPO等の力を十分
に地域に活かせていない

急速な高齢化等により、
新たな地域課題が噴出

県の2つの役割
①支援
②協働主体

協働・参画の社会づくりに向けて、住民及び行政の果たすべき役割や、住民自治に基づく自治体経営の基
本原則を定めた条例(自治基本条例、まちづくり条例等)を、県内11市町で制定しています。
例えば、吉野町では「吉野町まちづくり基本条例」を制定し、まちの将来を見据えた持続可能な吉野町をつく
るために、町民・議会・行政が互いの責務と役割を果たしながら協働のまちづくりに取り組むための基本的なルー
ルを定めています。

学校を核とした
地域づくり
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地域で活躍するさまざまな団体
地域課題を解決して、くらしやすい地域づくりの実現を図るのは、行政だけではありません。従来から、自治会をはじ
めとする地縁組織に加え、NPO・ボランティア団体が地域課題の解決に取り組んできました。最近では、企業や教
育機関も、地域課題の解決に積極的に取り組んでいます。

行政だけでなく、自治会やNPO、企業、大学等、多様な主体が
地域や社会課題の解決に向けて、さまざまな活動を行っています。

地域･社会の
課題

学校

NPO
等

行政自治会等

企業
等

自治会

民生･児童委員

NPO法人

ボランティア団体

市町村

小学校
中学校 高等学校

大学

企業

社会福祉法人

市民活動団体

商工会

自治会連合会
PTA

国

地元の商店

地域自治協議会

地区社会福祉協議会

県

自主防災･防犯組織

職能団体

労働者協同組合

財団法人
社団法人

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー

学校運営協議会

商工会議所
青年会議所
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自治会をはじめとする地縁組織

特に、多くの住民が加入している自治会は、地域内の幅広い分野の課題解決に取り組んでいます。

自治会をはじめとする地縁組織は、地域に密着した存在として、従来から地域課題の解決に取り組んできました。

自治会をはじめとする地縁組織が抱える課題
しかし､自治会では加入率が減少傾向にあり､役員の高齢化や役員・運営の担い手不足が課題となっています｡

（内閣府男女共同参画局「持続可能な自治会活動に向けた男女共同参画の推進について(平成29年3月）」の
報告書中アンケート調査から作成）

これらの課題が生じる原因は複合的で､地域ごとに状況は異なりますが､単身世帯の増加、定年延長など、
ライフスタイルの変化が地域コミュニティと関わる機会や時間の減少に影響していると考えられます。

今後の方向性
・自治会等の加入率減少に対する歯止め(参加促進に繋がる行事等創出等)
・災害や犯罪に強い、顔の見える関係づくりとお互い様の助け合い活動ができる関係づくり
・団体運営の透明性の確保等、民主的運営力の向上
・コミュニティビジネスの振興などによる地域活動の活性化
・他の地縁組織、分野ごとに専門性を持ったＮＰＯ等及び企業や学校との連携･協働
・地域住民の総意形成と決定、ルールづくり、行政との協働関係の構築や具体的行動などを担える
住民自治協議会（まちづくり協議会、指定地域共同活動団体等）を核とする地域自治の仕組みづくり
・子どもや高齢者の見守り強化 等

（総務省「自治会等に関する市町村の取組についてのアンケート調査」）

78.0 77.6 77.2 76.5 75.9 75.3 74.7 74.0 73.3 72.4 71.7 

65.0

70.0
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80.0

H22 H23 H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2

自治会等加入率(%)

36.2

53.3

59.2

82.8

86.1

0 20 40 60 80 100

行政からの依頼事項が多い

加入率の低下

近所付き合いの希薄化

役員の高齢化

役員･運営の担い手不足
自治会の現在の課題（％） 複数回答あり

自治会 住民自治協議会 PTA

地区社会福祉協議会 民生・児童委員 自主防災・防犯組織

○主な地縁組織

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー
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NPO・ボランティア団体
NPO・ボランティア団体は、地域課題解決の主体として期待されてきましたが、それらに加え、近年、様々な形態の
団体が地域課題に取り組んでいます。

自治会と異なり、特定分野の地域課題の解決を目的としている点が特徴です。

NPO法人は、令和7年3月末時点で、奈良県内で497法人。平成29年をピークに、以降約500法人で安定し
ています。

44%

19%

13%

13%
5%

2% 4%

活動の分野（主たるもの）

保健、医療又は福祉
社会教育、芸術･文化･スポーツ等の推進
まちづくり
環境保全
人権擁護、国際協力、子どもの健全育成
経済活性化、雇用機会の拡充支援等
その他

497

49,509

0
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20,000

30,000

40,000

50,000

60,000

0

100

200

300

400

500

600

H11 H15 H20 H25 H30 R6

奈良県
全国（右目盛）

奈良県 全国
奈良県･全国のNPO法人数

ボランティア団体 市民活動団体

社会福祉法人 労働者協同組合

○主なNPO・ボランティア団体

財団法人
社団法人

特定非営利活動法人
（NPO法人）

活動例(子育て支援)

福祉分野での活動として､子育て支援がありま
す｡
絵本の読み聞かせ、音楽、工作、お菓子や飲
み物の提供などを通して、子どもの居場所づくり
などの活動を行う団体があります。

認定NPO法人チョウタリィの会

（R7.4.1時点 NPO法人の活動分野） （県民くらし課調べ）

労働者協同組合とは
～新しい地域活動の主体～

持続可能で活力ある地域社会の実現を目指す事業を行う、新た
な法人形態として、令和４年に創設されました。
副業や定年後のセカンドキャリア等で、仲間と協力しながら、自分ら
しく働きたいというニーズを捉え、全国各地で労働者協同組合が、
地域課題の解決に取り組んでいます。

共に
はたらく

資金を出し合う

話し合って
営む

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー
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今後の方向性
・活動資金、運営資金の確保
・事務処理力の向上を含む組織マネジメント力の強化
・行政と民間組織（NPO・企業）の仲介・調整（コーディネート）
・地域や社会が直面する課題の共有化等、住民による討議の場の設営と政策提案力の強化
・現役世代（プロボノ）や定年後も含めて、企業の力をNPO・ボランティアへ積極的に活用
・多様な主体との連携・協働の促進 等

また、NPO・ボランティア団体は、特定分野の活動に特化しているため、複数分野にまたがる地域課題へ
の対応性が低くなりがちです。

6%

9%

10%

12%

13%

20%

21%

0% 5% 10% 15% 20% 25%

外部の人脈・ネットワークの拡充

事業規模の拡充

法人の事業運営力向上

一般向け広報の充実

資金不足

人材確保と職員の教育

後継者不足

法人運営の中での課題 複数回答あり

4%
4%

5%
5%

6%
7%

8%
8%

10%
11%
11%

17%

0% 3% 6% 9% 12% 15% 18%

ボランティアなど人的資源の仲介
NPOの共同事業 (寄附集めなど)
NPO相互の仲介・ ネットワーク

設備･備品の貸出
企業との仲介･協働

NPOと行政との意見交換の場の設定
研修会・相談会など
活動場所の提供
情報発信・広報

行政との仲介･協働
情報収集・提供

資金調達･配分(補助金・助成金)

行政に求める支援 複数回答あり

NPO・ボランティア団体が抱える課題
しかし、NPO・ボランティア団体には、後継者不足や人材確保と職員の教育、資金不足といった課題があ
ります。

（令和５年度NPO法人アンケート調査）

（令和５年度NPO法人アンケート調査）

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー
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企業・商工会等
株式会社をはじめとする民間の企業は、営利を目的とする団体です。近年は、CSR(企業の社会的責任)や
ESG(Environment(環境)､Social(社会)､Governance(企業統治)を考慮した投資活動や経営・事業活
動）などの考え方が広がり、 世界的なESG投資の拡大やSDGｓ(持続可能な開発目標)の急速な普及によっ
て、企業の姿勢が厳しく 問われるようになってきています。

奈良県でも、包括連携協定の締結やSDGｓ導入に向けた動きが加速しています。

奈良県と企業との包括連携協定
・県では、企業と複数の分野にわたって協力関係を構築し、地域活性化、県民サービスの
さらなる向上を図るため、連携・協力に関する協定を締結しています。
・令和7年7月28日現在18社と締結。

奈良県SDGs企業認証制度
・SDGsに関連する取組を実施する中小企業を県が認証し、中小企業のSDGsの
取組を「見える化」します。
・認証企業には、県内関係機関と連携して「PR」や「資金」など様々なメリットを提供し、
更なるSDGsの取組進展を後押しします。

今後の方向性
・CSR（企業の社会的責任）に対する理解促進
・担当部署の設置など、社内体制の整備
・ボランティア休暇制度など、従業員が行うボランティア活動に対する支援
・従業員の退職後の地域参画を見据えた企業の地域貢献を促進
・地域の地縁組織やNPO等との連携強化
・地域貢献活動事例の情報共有や協働の仕組みを検討する場の整備
・行政との協定等による連携取組を拡大・深化 等

企業が抱える課題
企業には、CSR（企業の社会的責任）を果たすにあたり、次のような課題があります。
①人員の余裕がない (54%の企業が回答)
②時間の余裕がない (31%の企業が回答)
③社員のコンセンサス(合意)が得られていない (20%の企業が回答)

活動例(SDGｓ)

大和川の美化・愛護意識を高め、
清流復活を目指して、県内大和
川流域市町村の各地域におい
て､「大和川一斉清掃」を実施し、
多くの企業が参加しています。

大和川一斉清掃への参加

R7県内企業の社会貢献活動及び
協働の実態調査（複数回答あり）

17%
20%

29%
34%
34%

40%
46%
49%

0% 25% 50%

設備・施設等の提供・貸出

行政が行う取組み(大和川一斉清掃等)への参加

社員のボランティア活動の支援

自社製品やサービスの無償(もしくは割引)提供

NPOや自治会が行う社会貢献活動への参加

イベントの開催

企業としてのボランティア活動への参加

寄附等の資金的支援

社会貢献活動等の方法 複数回答あり

包括連携協定企業はこちら

（R7県内企業の社会貢献活動及び協働の実態調査）

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー
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大学をはじめとする教育機関（学校）

行政機関等

大学をはじめとする教育機関は、これまで教育や研究など社会全体への貢献に取り組んできました。
また､小学校､中学校､高等学校などでも、多様な主体と協働し、地域全体で子どもたちの学びや成長を支える仕
組み「学校を核とした地域づくり」を推進し､地域の将来を担う人材の育成につながっていくことが期待されています｡
さらに、学校と地域が一体となって子どもたちを育てる取り組みの一環として、部活動の地域移行も進められてお
り、地域の指導者や団体と連携することで、子どもたちに多様な学びの機会や健やかな育成環境を提供する新た
な形が模索されています。

市町村や県等の行政機関においては、多様化する地域課題の発生するスピードに追いつけないことや、行政だけ
での課題解決が、全ての住民ニーズには合わないおそれがあることが指摘されてきています。官民が連携・協働し、
多様化する地域課題に取り組むことが求められています。

大学をはじめとする教育機関が抱える課題
教育機関（大学）には、社会貢献活動を行うにあたり、次のような課題があります。
①教員の個人的な負担が大きい、学生の活動時間の確保（学問、アルバイト等の調整）
②教員間の意識格差、教員の活動時間の確保（研究活動との調整）
③活動等の情報発信不足（地域への情報発信、教員・学生への情報発信）、卒業による学生の
入れ替わりのため、活動が続かない

④単発的な活動に終わりがちで、継続性がない

行政機関が抱える課題
行政には、より効果的な公共サービスを提供していくにあたり、次のような課題があります。
①住民自治の力が弱いと、行政コストの増大や地域課題の放置に繋がる恐れがある。
市町村においても、さらなる協働推進が必要

②増加・多様化する公共サービスに対するニーズへの迅速な対応
③地域貢献活動に取り組む各種団体のネットワーク化
④多様な主体と地域ニーズとのマッチングが図れていない。
⑤災害ボランティアの支援や受援体制の確立が必要
⑥地域活動への参画にあたり必要な姿勢等を学ぶ機会の提供について、地域によってバラツキがある。
⑦行政リソース（予算､人材等）の地域差が拡大

今後の方向性
・県民のボランティア活動や地域活動への参画を促進
・県と市町村が連携し、民間の力と地域貢献活動をコーディネート（調整）
・県・市町村ボランティア・市民活動センター等の中間支援機能（コーディネーター）の育成・強化
・地域人材の育成・確保
・地域活動への参画にあたり必要な研修等の実施
・多様な主体による協働を促進するためのコーディネートを強化

R7県内大学の社会貢献活動及び
協働の実態調査（複数回答あり）

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー

今後の方向性
・大学間の連携強化のほか、地域の地縁組織やＮＰＯ等との連携強化
・地域に開かれた学校づくり
・フィールドワークを通じた地域協働の促進
・継続して地域参加できる仕組みづくり
・行政との協定等による連携プログラムの策定・推進
・教室で学んだ学問的知識・技能を地域の諸課題解決の実践を通して学ぶ「サービスラーニング」手法を取り
入れた市民性や課題解決能力を育む活動の実施
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地域の様々な団体が、それぞれの得意な分野や課題意識から、地域の防災力を高めるという一つの目標に向かっ
てアプローチする、これが「協働」です。

例えば、「防災」という地域課題については、このような取組が考えられます。

より効果的な地域貢献に取り組むために

協働とは　～その目的・原則・意義など～

自治会やNPO・ボランティア団体等は、それぞれが地域で課題の解決に取り組み、成果を挙げていますが、単独で
の課題解決には限界がある場合もあります。それを解消するため、不可欠なのが「協働」という手法です。
また、「協働」を進めるためには「参画」を促進することが必要です。

では、「協働」とは何でしょうか。さまざまな定義が試みられていますが、あまり難しく考えないで、次のように考えてくだ
さい。

簡単に言えば、「お互いを尊重しながら、共通の公共的な目的実現のために、一緒に行動する」ということです。

協働とは、
①地域が抱える課題を解決し、くらしやすさの向上を図るために、
②お互いに対等な立場で、お互いの存在意義や特性等を理解・尊重しながら、
③お互いの資源（人材、物資、資金、情報）や能力を出し合うことにより、
④公共的な目的達成のために活動することを通じて、
⑤成果に対する相乗効果を生み出すこと。

学校：
防災教育を実施します

防災への取組

企業：
新一年生に防災ホイッスルを配布します

行政：
企業や自治体との災害応援協定を
締結します

自治会：
避難マップを作成し、配布します

つながる力が 未来を変える ー奈良県協働推進指針ー
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